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■ 款２ 総務費 

 財政部 財政課  

○事業名 財政管理事務運営費（うち国県支出金等過年度精算金分） 

事業費 ２，１４３ 千円 支出科目 款 ２ 項 １ 目 ５ 

（単位：千円） 

財源内訳 
国 支 出 金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 

    2,143 

支出内訳 
22償還金利子     

2,143     

【事業の内容】 

過年度分国庫支出金等の精算により生じた過大交付額を返還するため、国県支出金等過 

年度精算金を増額する。 

○国県支出金等過年度精算金 2,143千円 

（支出予定額の内訳） 

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 2,142,214円 

 

 

 市民生活部 市民協働推進課  

○事業名 基金積立金 

事業費 ５，０００ 千円 支出科目 款 ２ 項 １ 目 １３ 

（単位：千円） 

財源内訳 
国 支 出 金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 

    5,000 

支出内訳 
24積 立 金     

5,000     

【事業の内容】 

 若い世代の市民活動参画の推進に要する経費の財源として、市民活動推進基金に積み立

てる。 

○市民活動推進基金積立金 5,000千円 
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 財政部 収税課  

○事業名 徴収事務運営費（うち配当割控除・株式等譲渡所得割控除還付金分） 

事業費 ３，０００ 千円 支出科目 款 ２ 項 ２ 目 ２ 

（単位：千円） 

財源内訳 
国 支 出 金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 

    3,000 

支出内訳 
22償 還 金 利 子     

3,000     

【事業の内容】 

上場株式等の配当所得・譲渡所得等に係る配当割控除・株式等譲渡所得割控除還付金に

ついて、所得税の確定申告をもとに還付金額を算出したところ、当初の見込みを上回るた

め増額する。 

○配当割控除・株式等譲渡所得割控除還付金 3,000千円  

当初予算額 17,000千円（①） 

支出見込額 20,000千円（②） 

補 正 額   3,000千円（②－①） 
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 選挙管理委員会事務局  

○事業名 参議院議員選挙運営費 

事業費 ４１４ 千円 支出科目 款 ２ 項 ４ 目 ３ 

（単位：千円） 

財源内訳 
国 支 出 金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 

 414    

支出内訳 
1 報 酬     

414     

【事業の内容】 

 令和７年７月２８日任期満了に伴う参議院議員選挙の運営費について、国の単価改定通

知に基づき、報酬を増額する。 

○投票管理者報酬 139千円  

期日前（改定後単価 12,800円－改定前単価 11,300円）×53人＝79,500円 

当日（改定後単価 14,500円－改定前単価 12,800円）×35人＝59,500円 

○投票立会人報酬 105千円 

（改定後単価 12,400円－改定前単価 10,900円）×70人＝105,000円 

○期日前投票立会人報酬 146千円 

期日前（改定後単価 10,900円－改定前単価 9,600円）×106人＝137,800円 

不在者投票外部 （改定後単価 12,400円－改定前単価 10,900円）×5人＝7,500円 

○開票管理者報酬 2千円 

  （改定後単価 12,200円－改定前単価 10,800円）×１人＝1,400円 

○開票立会人報酬 22千円 

（改定後単価 10,100円－改定前単価 8,900円）×18人＝21,600円 

 

＊歳入[県支出金] 参議院議員選挙執行委託金 414千円 
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■ 款３ 民生費 

 健康福祉部 社会福祉課  

○事業名 戦没者追悼事業（うち通信運搬費分） 

事業費 １１０ 千円 支出科目 款 ３ 項 １ 目 １ 

（単位：千円） 

財源内訳 
国 支 出 金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 

    110 

支出内訳 
11役 務 費     

110     

【事業の内容】 

第１２回戦没者等の遺族に対する特別弔慰金の申請事務を行うに当たり、市が把握して

いる対象者へ申請書類等を送付するため、通信運搬費を増額する。  

○通信運搬費 110千円 

当初予算額   14千円（①） 

支出見込額 124千円（②） 

補 正 額 110千円（②－①） 

 

 

○事業名 生活保護事務運営費（うち生活保護システム改修委託分） 

事業費 ９２４ 千円 支出科目 款 ３ 項 ３ 目 1 

（単位：千円） 

財源内訳 
国 支 出 金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 

462    462 

支出内訳 
12委 託 料     

924     

【事業の内容】 

令和７年１０月に施行される生活扶助基準の見直しに伴い、生活保護システムを改修す

るため、生活保護システム改修委託料を増額する。 

○生活保護システム改修委託料 924千円 

当初予算額   660千円（①） 

支出見込額 1,584千円（②） 

補 正 額  924千円（②－①） 

 

＊歳入[国支出金] 生活保護適正化実施推進事業補助金 462千円 
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■ 款４ 衛生費 

 環境経済部 資源循環推進課  

○事業名 じん芥処理放射能対策費・資源化施設整備事業 

事業費 １３５，７８４ 千円 支出科目 款 ４ 項 ２ 目 ２・３ 

（単位：千円） 

財源内訳 
国 支 出 金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 

   17,457 118,327 

支出内訳 
12委 託 料 14工 事 請 負 費    

99,000 36,784    

【事業の内容】 

リサイクルセンターを整備するまでの期間の暫定処理として、令和７年９月から剪定枝

木のチップ化処理は行わず、クリーンセンター場外にある旧チップヤードを新たな積替え

保管場所として整備し、ヤードの管理及び処分を委託する。その後、金属類の積替え保管

をするためのストックヤードをクリーンセンター場内に整備し、併せて、旧クリーンセン

ターにある空きびん搬送コンベヤの場内移設を行う。 

○剪定枝木処分委託料 54,340千円 

当初予算額      0円（①） 

支出見込額 54,340千円 (②) 

補 正 額 54,340千円（②－①） 

〇剪定枝木ヤード管理業務委託料 44,660千円 

当初予算額      0円（③） 

支出見込額 44,660千円 (④) 

補 正 額 44,660千円（④－③） 

〇ストックヤード整備工事費 【剪定枝木用】 19,327千円 

当初予算額      0円（⑤） 

支出見込額 19,327千円 (⑥) 

補 正 額 19,327千円（⑥－⑤） 

〇ストックヤード整備工事費 【金属用】 9,856千円 

当初予算額      0円（⑦） 

支出見込額  9,856千円 (⑧) 

補 正 額  9,856千円（⑧－⑦） 

 〇空きびんコンベヤ移設工事費 7,601千円 

当初予算額      0円（⑨） 

支出見込額  7,601千円 (⑩) 

補 正 額  7,601千円（⑩－⑨） 

 

 ＊歳入[その他] 一般廃棄物処理施設整備等基金繰入金 17,457千円  
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■ 款５ 農林水産業費 

 環境経済部 農政課  

○事業名 新規就農支援事業（うち経営発展支援事業補助金分） 

事業費 ８，５８０ 千円 支出科目 款 ５ 項 １ 目 ２ 

（単位：千円） 

財源内訳 
国 支 出 金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 

 8,580    

支出内訳 
18負担･補助金     

8,580     

【事業の内容】 

次世代を担う農業者になることを志向する者に対し、就農後の経営発展のために必要な

機械・施設の導入等の取り組みを支援するため、経営発展支援事業補助金を交付する。 

 ○経営発展支援事業補助金 8,580千円 

  コンバイン    2,886千円 

  直播田植機    2,340千円 

  レーザーレベラー 3,354千円 

 

 ＊歳入[県支出金] 経営発展支援補助金 8,580千円 
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■ 款９ 教育費 

 教育総務部 学校教育課  

○事業名 湖北小学校屋内運動場再建事業 

事業費 ２００ 千円 支出科目 款 ９ 項 ２ 目 ３ 

（単位：千円） 

財源内訳 
国 支 出 金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 

   200  

支出内訳 
17備 品 購 入 費     

200     

【事業の内容】 

湖北小学校の体育館火災による再建に伴い、湖北小学校教育振興基金を活用して、卒業

制作として共同制作用木彫校歌額を購入する。 

 ○湖北小学校屋内運動場再建関連備品購入費 

  木彫校歌額 一式 200,000円 

 

＊歳入[その他]  我孫子市立湖北小学校教育振興基金繰入金 200千円 
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 生涯学習部 文化・スポーツ課  

○事業名 スポーツ振興事業（うち部活動地域移行環境整備事業分） 

事業費 ０ 千円 支出科目 款 ９ 項 ５ 目 １ 

（単位：千円） 

財源内訳 
国 支 出 金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 

   △5,682 5,682 

支出内訳 
12委 託 料 7 報 償 費 10需 用 費 11役 務 費 13使用･賃借料 

4,984 △4,274 △480 △185 △45 

【事業の内容】 

中学校部活動の地域移行について、県からの実証事業委託費の内示に伴い、委託料収入

を減額し、一般財源を増額する。また、令和８年度からの全部活動を対象とした地域展開

を見据え、地域クラブ活動全体を管理する管理運営体制の構築を図る必要があることか

ら、令和７年度に一部の地域クラブ活動の指導者管理等を含めたクラブ運営を業務委託に

より行うため、一部の地域クラブ指導者謝金等を減額し、新たに委託料を設ける。 

 〇地域クラブ活動管理運営業務委託料 4,984千円 

  当初予算額    0千円（①） 

  支出見込額  4,984千円（②） 

  補 正 額  4,984千円（②－①） 

 〇地域クラブ指導者謝金 △4,274千円 

  当初予算額  14,178千円（③） 

  支出見込額   9,904千円（④） 

  補 正 額 △4,274千円（③－④） 

 〇消耗品費 △480千円 

  当初予算額  1,500千円（⑤） 

  支出見込額  1,020千円（⑥） 

  補 正 額  △480千円（⑥－⑤） 

 〇その他保険料 △185千円 

  当初予算額   474千円（⑦） 

  支出見込額   289千円（⑧） 

  補 正 額  △185千円（⑧－⑦） 

○地域クラブ会場使用料 △45千円 

  当初予算額    90千円（⑨） 

  支出見込額    45千円（⑩） 

  補 正 額   △45千円（⑩－⑨） 

 

 ＊歳入[その他] 部活動地域移行環境整備事業受託事業収入 △5,682千円 
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■ 債務負担行為 

 建設部 交通政策課  

○事業名 布佐ルート運行業務委託 

限度額 ２４，２９１ 千円  

 

【事業の内容】 

 我孫子市地域公共交通会議で実証運行する「布佐ルート実証運行バス」について、令和

８年度から本格運行へ移行し、市が運行主体となる必要があることから、債務負担行為の

設定を負担金から委託料へ変更する。 

 

○事業名 平和台線運行業務委託 

限度額 ２２，２６２ 千円  

 

【事業の内容】 

 市が経費を負担して運行を継続している「平和台線」について、令和８年度以降の運行

を安定して継続するためには、市が運行主体となる必要があることから、債務負担行為の

設定を負担金から委託料へ変更する。 


